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r三田学会雑誌」82巻2号 （1989年7 月）

寡占市場における

製 品 差 別 化 行 動 の 厚 生 分 析

-同 時 決 定 ゲ 一 ム -

寡占市場における企業行動に関する伝統的な分析においては，各企業に与えられた需要条件及び 

費用条件の下で，各企業の生産物の数量ないしはその価格がいかに決定されるかということが問題 

とされる。 しかしながら現実には，とくに寡占市場において，各企業は自らが直面する需要条件な 

いしは費用条件を積極的に改善しようとするという側面を無視することはできない。すなわち，こ 

うした意味でのいわゆる非価格競争は，現実の寡占企業の行動において大きなウ:nイトを占めてい 

るのである。本稿ではこうした非価格競争に関して，各寡占企業による戦略的な需要条件の改善-と 

いう現象を問題とする。現実の寡占市場においては，製品の品質• デザイン• 耐久性，広告•宣伝 

活動，さらには販売やサービスの方法などによって，様々な製品差別化が行われている。こうした, 

価格や生産量以外の次元で行われる製品差別化行動により，各企業は自らが直面する需要条件を戦 

略的に改善しようとするのである。この製品差別化行動の存在が各企業の市場行動にいかなる影響 

をもたらすのかということを解明すること，およびそうした行動に対して厚生判断を与えることが 

本稿の目的である。

製品差別化行動の目的に関する正統的な解釈は，おそらく次のようなものであろうと思われる。 

すなわち，各企業が全く同質的な生産物を生産している状況から出発して，ある企業が製品差別化 

行動を行うことにより，その生産物と他の企業の生産物との代替性の度合を低下させ，少しでも独 

占的地位を保持しようとするという解釈である。ところが製品差別化行動の性質については，一義 

的に規定できない様々な側面が存在することも享実である。製品差別化の性質は，大まかに以下の 

ように分類されよう。すなわち，市場の空間的要素ないしは製品の多様性に着目した水平的差別化 

(horizontal differentiation),および製品の品質に卷目したま直的差別化（vertical differentiation),

さらには広告活動の情報伝達機能に着目した情報伝達的な製品差別化などである。このような製品

^ 本稿の作成にあたり，慶應義塾大学経済学部，川又邦雄，大山道広両教授から有益なコメントを受け 

た。記して感謝したい。ただし有り得べき誤りはすべて筆者が負うものである。
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差別化の様々な性質に対応して，様々な製品差別化のモデルが開発されているというのが近年の理 

論的産業組織論の状況であるが， ここでは製品差別化の性質に関して，次のような解釈を採用する。 

つまり， ある企業が製品差別化を行うことにより， その企業の需要は増大し，他のすべての企業の 

需要は減退するという解釈である。 こうした想定に立てば製品差別化の内容がやや抽象的にならざ 

るを得ないが，製品差別化の様々な性質に対して広範に適応できる可能性をもつことになるという 

ことができる。

分析は標準的な部分均衡分析に基づき，考察対象とする差別的寡占市場以外には*計された意味 

での競争的市場が存在するものとし， その市場における生産物を価値尺度財とする。 ところで製品 

差別化行動をモデル化するにあたり，伝統的な差別的寡占モデルでは， まず製品差別化が行われた 

後の需要関数を想定し， そこから議論を始めることになる。 しかしながら本稿では，製品差別化斤 

動自体を明示的にモデルに導入する。 そこでまず，製品差別化行動は実数値でその大小が測定でき 

るものと想定し，以下でこの実数値を製品差別化の水準と呼ぶことにする。 そして， この実数値が 

大きいほど各消費者の満足度が大きく， 各企業の費用は大きいものとする。 ここで特に本稿におい 

ては，上に述べた解釈に従い， 自企業の需要関数を外側にシフトさせ，他企業の需要関数を内側に 

シフトさせるようなすベての活動を製品差別化行動と定義する。

以上の想定に基づき，各寡占企業は，生産量の水準およびこの製品差別化の水準の双方を統御で 

きるものとし，特に本稿では各企業がそれらを同時に決定し合うようなゲームを考察する。 尚，各 

企業はそれぞれ非協力的に行動するものとし，結託の可能性は排除する。一方各消費者は，各企業 

によって決定されろ価格および製品差別化の水準の下で， 自らの効用を最大にする財の組み合わせ 

を選択することになる。 各消費者にとって， 当該市場の財は互いに代替的ではあるが，製品差別化 

によって同質財とはみなされない。 ただし， 各消費者の嗜好は互いに同一であるものとする。 こう 

した種類のモデルは，Dixit (1979), Spence (1977)等において，主として長期の独占的競争均街 

の厚生分析に用いられたことがある。 しかしここでのモデルに比べてかなり特殊なものであり， と 

くに製品差別化行動が重要となる寡占市場の分析がない。 本稿では， その点モデルがより一般的で 

あり，厚生分析もより包括的なものとなっている。

本稿はつぎの各節により構成されている。 ま ず 第 2 節において， モデルの基本的構造を述べ， さ 

らにいくつかの重要な仮定を述べる。次 に 第 3 節 に お い て は ， こ の ゲ ー ム に お け るN a sh 均衡を 

特徴づけ， 第 4 節において厚生基準としての社会的最適の条件を与える。 そ し て 第 5 節において， 

N a s h 均衡における生産量と製品差別化行動の水準が，社会的最適と比べて過大であるのか過小で 

あるのかという到断を与える。 第 6 節では，厚生基準として社会的最適の他に次善最適を扱う。 こ 

れは，政府が生産量の規制は行うことができないが，製品差別化の水準のみを統御できるという想 

定に立つものである。 そ こ で 第 7 節において， N a s h 均衡について次言最適の観点から厚生評価を 

行う。結論の要約は， 第 8 節で与えられている。
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2 モ デ ル と 基 本 的 仮 定

まず，本稿で頻繁に用いる記号を以下のように定める。

i  : 企業軸の番号（! 'ニ:I , ……， fO  

Xt : 第 i 企業の生産量

X = C x i,......., ：各企業の生産量を表すべクトル

Z i :第 i 企業の製品差別化の水準

Z = ( 21, ...... ,271) :各企業の製品差別化の水準を表すべクトル

ダ ：第/企業の生産物の価格 

各消費者の嗜好は同一であり，代表的消費者のそれは次のようなマーシャル型の効用関数で表現 

できるものとする。

V C X i,...... ’ Xn ； 21,....... , Zn； V') =  U  (.X, Z~)+y

ここで， 2/は価値尺度財の数量を表す。各消費者は予算制約式

<=1

のもとに，F を最大化する。ここで，ル/は所得水準を表す。 効用最大化の条件により，次の逆需 

要関数を得る。

Uxi ix, z )= ---ど -:-— for V i

これ以降，偏微分の記号は右下の添字によって表すことにする。効用関数C7について，次のような 

仮定をおく。

仮 定 1 : m  iK x , z ) は 3 回連続微分可能

(ii) UCx, z ) は :cに関する[H]関数

(iii) UCx, z) はだに関する増加関数

(iv) iキi である任意の i とj  ’ およびすベての（》, 2) に対して，

—~ =UxiXiix, z)<Q, -^=UxiZi 2 )> 0  
dXi azi

Uxixj (a;, z) <0, -J— =  UxiZj Qx, z) <0

(V) UCx, z ) は 各 z D のペアについて対称的

仮 定 は ， であろが, パ よ プ ラ ス で も マイナスでもかまわないということを意味す 

る。 C7ね> 0 の場合は製品差別化行動が効用増大的であることになる。 ところがここでの製品差別 

化行動は， ライバル企業の製品のイメージを傷つけることにより自社製品への需要を促進するとい 

っ た 広 告 • 宣伝活動をも含むことを考えれば， となる可能性もあり得ることになる。 これ
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は Kahn (1935)の い う 製 品 差 別 化 行 動 がspuriousである場合に対応するものである。 次に仮定 

1 (iv)の意味は次のようである。 UOHOHくG は，第 i 企業の生産物の需要関数が，第 i 企業の生産物に 

関して右下がりということである。 C/xめ.< 0 は，第/企業の需要関数が他の企業の生産物に関して 

右下がりであろことを示す。 これは第ズ企業の生産物と第プ'企業の生産物が代替財であることを意 

味する。 は， 第 i 企業が製品差別化の水準を上げることにより， 自らの需要関数が外側に 

シフトすることを意味する。 C/xめ< 0 は， ある企業が製品差別化の水準を上げることにより，他の 

企業の需要関数が内側にシフトすることを意味する。すなわち， 第 /企 業 が 製 品 差 別 化 の 水 準 を 上  

昇させることにより， 第 企 業 の 生 産 物 の 需 要 は 拡 大 し ，他のすべての企業の生産物の需要は減退 

することになる。 また， 2 ニ0 のときには製品差別化行動が全く行われない場合に対応するから， 

このとき各企業は同質財を生産していることになるということに注意しておく。

各企業の生産技術は，次の費用関数によって表される。 各 / に対して，

C^=CKxi, zd 

各企業の費用関数について，次の仮定をおく。

仮 定 2 ： (i) CKxi, z d は 各 i について共通

(ii) CKxu z d は 2 回連続微分可能

(iii) CKXi, z d は増加関数

(りの仮定により費用関数は各企業共通であるから， それらを一括して記号C によって表現するもの 

とする。 以上の逆需要関数と費用関数のもとで，各企業の利潤関数は次のように表される。 各 ：'に  

対して，

nKxy z) =pKx, z)X i~  CCxi, zd 

= UxiQx’ z)Xi— CiXi, zd 

本稿では単純化のため，以 下 で 扱 う N a s h 均衡，社会的最適，次 善 最 適 は す べ て と Z iが各 

企 業 に つ い て 等 し い 対 称 解 （:c, 2 ) のみを分析の対象とし， さらにそれは内点解であるものとす 

る。

仮 定 3 ：以下で考える問題の解はすべて対称解であり， 内点解とする。

3 N a s h均衡

本節では，各企業が生産量と製品差別化の水準の双方を同時に決定しあうゲームにおける寡占均 

街を特徴づけることにする。寡占均衡の解概念としては，N ash 均衡 を 採 用 す る 。 ただし，各企業 

の戦略は，生産量および製品差別化の水準である。 つまりこの場合，各企業は生産量の決定のみな 

らず，需要関数を戦略的にシフトさせあうという点においても利言対立の関係にあることになる。 

N ash均 衡 戦 略 の 条 件 は fl• うまでもなく， ライバル企業が戦略が一定に保たれているとき， 当該戦
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略が自分の利潤を最大にしているというものである。ここでは，それが生産量と製品差別化の水準 

の双方について成立することがNash均衡の条件となる。したがって，Nash均衡は次の条件によ 

って表される。すべての/ に対して，

n^XiQx, 2 )  ~  UxiCXf 2 ) UxiXiC^t z')Xi — CxiC^Xi,ゐ ）= 0  (1 )

iPziOc, 2)==f/;PiZtO, z)Xi— CziCXi, Zi)=0 (2)

以下，Nash均 衡 は 2のと表すことにする。利潤最大化の2階の条件を，次のように仮定す

る。

仮定 4 : すべての/ ' , およびすベての（a;, 2 ) に対して，’ 

n^xixiix, 2X 0, n^ziziix, 2X 0 

n^XiXiQx, z')n^ZiZiQx, 2)  — IJ^XiZiQx,

4 社会的最適

以下で考察する厚生分析の判断基準として，ここではまず通常の部分均衡分析の手法に従い，消 

費者余剰と生産者余剰の和を採用する。したがって，生產量のベクトル；Cおよび製品差別化の水準 

のべクトル2を変数とするこの社会の厚生関数は，次のように定義される。

Wix, z)=U(ix, 2) —^  C(Xi, Zi)

ここで，各企業の生産量および製品差別化の水準を直接的に統制しうる政府の存在を想定する。 

政府の目的は，厚生関数の値を最大にするようなべクトルa;とべクトル2を選択することである。 

仮定1 (V)および仮定2 mにより，厚 生 関 数 め は 各 Ocu Z i ) のペアに対して対称的な関数で 

あることがわかる。よって，社会的最適の条件は次の式で与えられる。すべての《•に対して，

WxiCx, z)=Uxi<ix, z)— CxiCXi, 2i)=0 (3)

Wzi (x, z)=[/zi(x, 2) —CziCXi, 2i)=0 (4)

以下，社会的最適は（が，之て）と表すことにする。厚生最大化の2階の条件を，次のように仮定 

する。

仮定 5 : すべての/ , およびすベての（；》, 2 )に対して，,

W^xixi(^x, z )  *^0 , WziZiQx, 2 ) < 0  

^VxiXiQx, 2) ^̂ ZiZi(̂ X, 2) — ^VxiZiQx, 2)2>0

次に，各はすべて等しく，各はすべて等しいという条件の下で，厚生関数の性質を（X, 

2 )平面上で考察する。こ こ で 各 と 各 Z iはすべて等しいのであるから，それらを0̂  Z と代表 

して表現することにする。

まず，社会的無差別曲線は次のようになる。

W<：x, z') = W QW は一定）
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これは， 消費者余剰と生産者余剰の和であろ社会的総余剰の値を一定に保つような® と 2 の組み合 

わせの軌跡を表す。 また，その傾きは次のようになる。 

dz 1 . Wx
~dx I W = 厂

社 会 的 無 差 別 曲 線 を （a;, 0 ) 平面に表すと， 図 1 のようになる。 社会的無差別曲線の接線の傾 

き が 0 , すなわち接線が水平になるような点を結んだものが(3)式 の 表 す 曲 線 で あ る 。 同様 

に，傾きが無限大，すなわち接線が垂直になるような点を結んだものが(4)式 の 表 す 曲 線 ニ 0 で 

ある。 この両曲 線 の 交 点 が OCxO,2。） であり， これによ っ て （a;, 2 ) 平 面 が 4 つの領域に分割され 

る。各 領 域 の 意 味 す る と こ ろ は 表1 にまとめられている。 a;に関して説明すれば， 領 域 I と領域 

IVで は W ^x<0となっており， 2 を 一 定 に 保 っ た ま ま X を増加させれば厚生が低下するという意味 

で 0；が過大である領域である。 また領域n と 領 域 皿 で は と な っ て お り ， 2 を一定に保った 

ま ま a;を増加させれぱ厚生が増大するという意味でajが過小である領域である。 2 に関しても同様 

に説明を与えることができる。

図

表

領 域 I Wx (aj, 2) < 0, Wz (x, z)<0

領 域 n Wx Qx, £ )> 0 ’ Wz Qx, z) <0

領 域 in Wx (x, 2)>0, Wz (x, z)>0

領 域 IV Wx (x, z)<0, Wz (x, z)>0
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5 社会的最適とN ash均衡の厚生分析

以上の準備の下に，社会的最適を厚生基準としたN ash均衡の厚生分析を行う。 まず分析の都合 

上， iPxiZtと め の 符 号 に 関 し て の 仮 定 を 付 け 加 え る 。

仮 定 6 : す べ て の お よ び す ぺ て の （0；, 2 ) に対して，

n^XiZi Ĉ ) め ニ t/a;め + UxiXiZi — CxiZî 0

Wirめ （も 2) =  TJxif：i — CxiZi ̂ 0

これらの各項の符号を考えてみる。 ま ず 仮 定 1 (iv)により， CZriZi>0である。次に， Uxixizi= がHiZi 

であるが， こ れ は 第 /企 業 の 製 品 差 別 化 の 水 準 が 第 企 業 の 生 産 物 の 需 要 関 数 の 傾 き に 与 え る 影 響  

を示している。 この符号を一般に確定することはできないが， ここでは製品差別化の水準が上がれ 

ぱ，需要関数の傾きは緩くなると考える。 その場合， レ < 0 で あ る か ら が Tめ；> 0 が成立する。最 

後 に Cxめ で あ る が ， これは製品差別化の水準が生産物の限界費用に与える影響を示す。 この符号 

は一般にゼロかプラスであろう力' ; , プラスであってもさほど大きくはないと考える。例えば，費用 

関数が分離可能な加法形

CCx, z')=cCxO+d(：zD + F  は非負の実数）

であれは， Gri2i =  0 となる。 いずれにせよ， Uxi3；iZtお よ ひ CxiZiの値は， 77もめ> 0 と め >0 

を保！Eするものであれぱよいということ力 ' S ここでの仮定の意味である。

以下， 曲線(1)と(2)で 与 え ら れ る N a sh 均 衡 （》ぐ 2^ ) , および曲線 (3)と(4)で与えられる社会的最 

適 2 ° ) と の 大 小 関 係 を Z ) 平面で幾何学的に検討することにする。

( 7 ) 曲線(1)〜(4)の傾きの符号

dZi 1 Il'xixi

(2 )

(3)

(4)

dXi  I n^xi— Q n^xii 

dzi I n^xi.

dXi 1 n^Zi=o Wzi. 

dZi I Wxi：
dXi  I W r i = 0  WxiZ 

dZi I W.
dXi  J  Wzi —  0 TVziZi

2 階の条件についての仮定4, 5 およ び 仮 定6 により， これらの値はいずれもプラスとなる , 

よって，（X, <2)平面上での曲線U)〜(4)の傾きはすべて正である。

(ィ） 曲線の傾きの大小関係 

(1)と(2)については

[(1)の傾き]- [(2)の傾き] =  一 i ^ - ( - チ^ シ フ :プ 、も
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であり， 2 階の条件の仮定4 お よび仮定6 によりこれはプラスとなる。 よって，

[(1)の傾き]>[(2)の傾き]

となる。同様に(3)と(4)については，仮定5および仮定6 により，

[(3)の傾き]>[(4)の傾き]

となることがわかる。

(ウ） 曲線どうしの位置関係

(1)と(3)については，まず(3)をみたす任意の（；》, 2 ) に対して，

IPxi (x, z)=UxiX i ix , z)X i<Q  

であり， により，（1)がみたされるためには，所 与 の Z iに 対 し て は 減 少 し な け れ ば な  

らない。 よって，（1)は(3)左側にある。

次に(2)と(4)については，（4)をみたす任意の（a;, 2 ) に対して， 

n^zi Ĉ > z) UxiZi QXy Z^Xi一 Uzi QXf z')

であり，77シZ i<0により，上と同じ議論によって， め: のとき，（2)は(4)の上（下） 

側，となる。したがって，曲線(2)と曲線(4)との位置関係は 

Xi d Uzi

Uzi dXi

の符号に依存していることになるが， この符号は一般には確定しない。 ここで

_  _Xi dUzi 

^ 一 Uzi dXi

は，製品差別化の水準の限界効用に関する需要の逆弾力性を意味している。 したがって， 57 > (< ) 

1 のとき(2)は(4)の 上 （下）側に位置する。 また

UxiZiXi- Uz, =  XiUxi[-jj^ " l i T i t )

とま現できる。 こ れ は の と き ， つまり製品差別化行動が消費者の効用を高めない場合には 

つねにプラスであり，（2)は(4)の上側にある。 ま た f / ^ > 0 の場合には， UzJU tr、XiUxilUに]t ベ 

て微小であるときには，やはり(2)は(4)の上側にあると考えられる。 と こ ろ が が十分大きい，つ 

まり製品差別化行動が十分に効用増大的であればこの値はマイナスとなり，（2)は(4)の下側に位置す 

ることになる。

以 上 の ま 実 を （re, 2 ) 平面に図示すれば， 図 2 のようになり， その結果以下の命題を得る。 図 

2 において， Ocて は 点 iVで表されている。 ここで(1)と(3)が横軸と交わろ点によって次のこと 

が知られる。つまり，つ ね に 2； =  0 であるとき，すなわち同質財のケースでは， クールノー均衡に 

お け る 生 産 量 が  ̂( 2 = 0 ) は 社 会 的 に 最 適 な 生 産 量 ヴ 2ニ0)を 下 回 る と い う 伝 統 的 な 命 題 が 成 立  

するということである。 さ ら に 2 が任意の正の水準に与えられている場合には，（1)が(3)の左にある 

ことにより，各企業に対称的な製品差別化が外生的に与えられた状況について， この伝統的な命題 

を拡張するものとなっている。
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パ;?ニ0) X0(2Tニ0) X>^{z=0) x °{z=0 )

El 2 (a):り > 1 図 2 (b):り < 1

命 題 1 : 仮定 1 〜 6 の下では，

( i ) り> 1 のとき， 2 " ^ )は図 1 における領域n に属する。すなわち，

W：, Cx^, 2が）〉0 and W, (x^, z^：)< 0

り< 1 のとき， （a；v, 2 ^ ) は 因 1 における領域 in に属する。すなわち，

Wx Cx^, z ^ ')> 0  and W^ Qx^, z ^ } > 0

( i i ) で> 1 のとき，「a;が and z ^ < z ° ] は成立しない。

り< 1 のとき， and 2ダ< 2®」が成立する。

命 題 1 の含意は次のようである。（i)については， 以下のことが知られる。 ま ず 5 7 > 1 , つ ま り 製  

品差別化がさほど効用増大的でないときには，z N を固定して考えたとき， Wを iCがからわずかに 

増大させれぱ厚生が増大するという意味においてa;は過小である。 同様に， icダを固定して考えた 

とき， 2 を 2が力、らわずかに増大させれば厚生は低下するという意味において2 は過大である。す 

なわち，N a s h 均衡からの微小な変化を考えろという意味においては，社会的厚生の観点からみて 

常に生産量は過小であり，製品差別化の水^^は過大となることがわかる。 ま た 57 < 1 , つ ま り 製 品  

差別化がかなり効用増大的であれば，上のような意味で常に生産量も製品差別化の水準も過小とな 

る。

(ii)は が’ Zの と 2 ^ ) とを直接比較したものである。まず 5? > 1 の場合は図2 の含意と 

して，一般にはiVが0 の右下に位置するケースが排除されるのみである。図においてはiVが0 の左 

上に位置する，すなわち

「03ダくiK® and 2乂> 20」

が成り立つ蓋然性が高い。 しかしながら，この場合iVが0 の右上ないしは左下に位置するケースも 

排除できない。 したがって，N a s h 均衡と社会的最適との直接の比較という意味においては，生産
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量と製品差別化の水準がともに過大になるケース， および生産量と製品差別化の水準がともに過小 

になるケースもありうることになるが，生産量は過小であり製品差別化の水準は過大となる蓋然性 

が高いことは確認できる。次にり <  1 の場合には常にATは 0 の左下，つまり生産量も製品差別化の 

水準も過小となることがわかろ。

6 次 善 最 適

これまでは厚生判断の基準として，社会的最適という概念を用いてきた。 そこでは，各企業の生 

産量および製品差別化の水準の双方を統御しうる政府の存在を想定していた。 しかしながら，生産 

量ないし価格を統御しうるほど規制力を備えた政府を考えることは， あまり現実的とは言■えない。 

他方製品差別化の水準に関しては，広告水準にせよ品質水準にせよ，政府が一定の梓組を作って規 

制を行うことができると想定することはさほど困難ではない。

ここではこうした視点に立ち，製品差別化の水準のみを統御しうる政府を想定する。生産量に関 

しては，政府の定めた各企業の製品差別化の水準の下でN ash均衡が成立するものとする。 したが 

って，政 府 は 市 場 に お い てN ash均衡が成立することを既知として，厚生を最大にするように製品 

差別化の水準を定めることになる。 こうして得られる製品差別化の水準と生産量の組み合わせを次 

善最適と呼び， 以下においてもう一つの厚生基準として用いることにする。

所 与 の 2 の 下 で の N ash均衡は(1)式によって与えられ， それを解くことによって得られろ均衡生 

産量へクトルを

X*Cz) =  C X iX z),...... , XnCz)^

とする。政府は自らが定めたベクトル2 の下で，市 場 に お い て N ash均衡が成立することを予知し 

ているから， この場合の厚生関数は次のようにまされる。

W (z )=  W  z)=U(ix*(iz), 2) —S  C Cx*Cz), zd

政 府 は の 関 数 と し て の こ の 厚 生 関 数 を 最 大 に す る よ う に 各 Z iを選ぶのであるから，次言最適 

の条件は以下のようになる。す べ て の / に対して，

dWCz' ) つ  3 ^  3rc,'*_+ dU_  . dU

dZi j^i dXj* dZi dX* dZi dZi

dC dXj* dC dx* _  dC  _  Q
dx *  dZi dXi* dZi dZi

- s -

dU _  dC  \ dXj* f dU dC \ dx* dU  一 。 广 、

dx； るa ;/ノー̂ 十 ' 广  あ  いジ

この場合の厚生最大化の2 階の条件を，次のように仮定する。

仮 定 7 : す べ て の お よ び す ベ て の 2 に対して， 

d^Wiz')
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次 言 最 適 の 条 件 〔* ) は’ より具体的な形に* き換えることができる。 そのために， まず以下の 

ように記号を定めることにする。 ；キ / として’

dx*Cz)

dzi dzi

ここで，対称、性 の 仮 定 1 (V)およ び 仮 定 2 (n により， これらの記号に企業の番号をボす添字は必要 

はなく， さ ら に C/ir* ニ C/：rプ， Cr产 C：Tプであるから， こ れ ら の 記 号 を 用 い て （* ) は次のように書ぎ 

換えられる。

{U .i£ )- € ：,{£)] Kn-\ )d(.z')+<z')} +  U eOd-C :〔z)

= Wa；Cx*(,z), z) {in—l')diz)+(»iz)} + Wz(.X*<iz), 2)=0 

そこでd と （1)の値を求める。体系 

n^XjCXiXz),...... , z)=0

IJ^x„Cxi*Cz'),......, 2)=0

を Z i で微分すると，

' が：T… ~ ^ + § . / 7 も が Xめニ0
dZi

がプ 巧 ギ + s ぐ ハ 普 + が レ 。

け
C

for V j キ i

利潤関数の交差偏導関数については ’ 以下のようになっている。

I  ミn も:Ci3H =  2XJaH0H キ UxiXiXiXi —  CxiXi ̂  0

J  ミ n もXi：£ jニ n  り j3H=n3X ぜ Uxtxj +  UxixtxjXi 

K  ミ n も：jCiZi ニ Uxi2i~h UxiXiZiXi 一  CxiZi^O 

L =n^XiZj — U:cizj~h UxiXiZjXj 

ここで対称性の仮定1 (V>お よ び 仮 定2 ( i )により，I, J, K, L に企業の番号を示す添字を付ける必 

要はないことになる。 さらに，対称性の仮定の下では，. 

dX* dXk

dZi dZi 

が成り立つから， 

(+*) ^

よって’

for V 7=̂ V k ^ i

I  ("一  1 ) /
d^i

dZi
- K

] [("一 2 )ゾ+ / ]
dXj*

dZi
一  L

、 J

6 =  — K  K "一2) 7+/} + ( " —1 ) JL  

(0= JK—IL
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("-1 )け ⑦ ニ （/ - / )  {K + in-l')L}

と計算できる。

7 次善最適とN ash均衡の厚生分析

ここでは，N ash均衡に対して，次善最適の観点から厚生判断を行うことを目的とする。Nash均 

衡における製品差別化の水準が次善最適におけるそれに比べて過大であるか過小であるかは，次の 

ようにして判定できる。 っまり，

ぐ  〔パ ’ 1)^(2^) + «>(2^)} + W^Cx^, 2が）

の符号を調べる。 こ れ は N ash 均衡において，製品差別化の水準をわずかに上昇させたときの厚生 

の変化分を示すものである。 もしもこの符号がプラスであれば，製品差別化の水準を上昇させれば 

厚生は増加し， 2 階 の 条 件 の 仮 定 8 によって， より次善最適に近づくことになる。 したがって， 

N a sh 均衡において製品差別化の水準は過小であることになる。逆にこの符号がマイナスであれば , 

製品差別化の水準は過大であることになる。

まず命 題1 け)により， り> 1 のときは

WxCx^, 2が）〉0 and JVz(x^, 2が）<0 

であり， り< 1 のときは

WrOcが，2つ 〉0 and W,Cx^, 2り >0 

であることが知られている。 したがって，

("-1 )ベ2つ+ 0<2ダ）= ( / ( 之り一/ (2が）） り+ ("- l)ZX2つ}

の符号のみが問題となる。 そこで， 以下の追加的仮定を行う。

仮 定 8 : キ y で あ る す ベ て の ？-と ；， お よ び す ベ て の （a;, ^ 0 に対して，

(i ) n^xixi n^xix> 0

(ii) WxiZjKO

(iii) WxiZi+in-l)n\iZj<^

すなわち，/< /< 0 , L<0, K + C n- 1 )L < 0 という仮定である。（i)の / < 0 にっいては以下のよ 

うに説明できる。 ゾ の 第1 項 は め . であり， これはマイナスである。 第 2 項は， f/_rゅ も で あ  

る力;， こ の 3 回微分の項は小さいものであり， 第 1 項に優越されてしまうということを仮定してい 

る。 これは，第 企 業 の 生 産 物 と 第 メ 企 業 の 生 産 物 が 戦 略 的 代 替 財 （Strategic Substitutes) である 

ことを意味している。戦略的代替財とは反応関数が右下がりになることに対応することが知られて 

いる。 ま た / < ゾは， 第企業の限界利潤に対してはライバル企業の生産量よりも自らの生産量の 

方がより大きな影響を与えろことを意味するものである。 次 に （ii)にっいて， ム の 第 1 項 は C/rめ 

であり， これはマイナスである。 第 2 項 は ILcixめX iであみホ, 同後にこの3 回微分の項は小さい
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ものであり， 第 1 項に優越されてしまうということを仮定している。最 後に (Hi)は， ある企業が製品 

差別化の水準を上昇させたときに各企業の限界利潤の総和が減少することを意味する。 この仮定よ 

により， 以下の命題を得る。

命 題 2 : 仮 定 1 〜 8 の下では，

( i) り > 1 のとき，N a s h 均衡における製品差別化の水準は，次言最適に比べて過大である。

( i i ) り< 1 のとき，N a s h 均衡における製品差別化の水準は，次善最適に比べて過大であるか過 

小であるかは明確でない。

命 題 2 によって， まず製品差別化がさほど効用増大的でなければN ash均衡における製品差別化 

の水準は，次善最適に比べて常に過大となることがわかる。 また製品差別化が効用増大的である場 

合でも製品差別化の水準が過大となる可能性も排除できないことが知られる。

り > 1 の 場 合 に 次 言 最 適 を （a;, 2 ) 平面で考察すれば， 図 3 のようになる。市場においては所 

与 の 2 の 下 で N ash均衡が成立するのであるから，政府は曲線(1)上で最も厚生水準が高い点を実現 

しようとする。すなわち， 曲線(1)と社会的無差別曲線が接する点びが次善最適であり，A/■はびの 

右上に位置する。

図

結

本稿においては， ライバル企業の需要を減退させると同時に自らの需要を増大させるようなすべ 

ての行動を製品差別化行動と定義し，寡占企業によるこうした戦略的な製品差別化行動に対して厚
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生評価を与えることを試みた。

ここでは特に，各企業が生産量と製品差別化の水準とを同時に決定しあうゲームを考察し， その 

ゲ ー ム の N a s h 均衡に関して次のような主張が成立することが知られた。すなわち，N a sh 均衡に 

おけろ生産量と製品差別化の水準が過大か過小かという制断は，製品差別化の水準の限界効用に関 

する需要の逆弾力性の値が1 より大きいか小さいかによって2 つのケースに分類される。 1 より大 

きい場合が製品差別化がさほど効用増大的でない場合であり， 1 より小さい場合が製品差別化がか 

なり効用増大的である場合である。 そ こ で N ash均衡からの微小な変化を考えるという場合には， 

製品差別化がさほど効用増大的でないときは生産量を増加させるか製品差別化の水準を減少させる 

かによって，厚生は増大する。 しかし製品差別化がかなり効用増大的であるときには，厚生を増大 

させるためには生産量と製品差別化の水準の双方を増加させねぱならない。

他 方 N ash均衝と社会的最適との直接比較という基準においては，製品差別化かさほど効用増大 

的でない場合には生産量は過小となり製品差別化の水準は過大となる蓋然性が高いことは確認でき 

るが， その他のケースも排除できない。 また製品差別化がかなり効用増大的である場合には，生産 

量と製品差別化の水年の双方が過小となる。

さらに第6 節において，次善最適という新たな厚生基準を採用した。 これは，現実の政府が生産 

量の水準にまで規制の手を加えることはできないという事実を考慮したものであり，政策提言に对 

して， より現実的意義をもたせようとするものである。 この基準に従えば，製品差別化がさほど効 

用増大的でない場合には，N a s h 均衡における製品差別化の水準は必ず過大となることが示された。 

また製品差別化がかなり効用増大的である場合にも，製 品 差 別 化 の 水 準 が 過 大 と な る 可 能 性 を 除  

できないことが知られた。 ただしここでの主張が成立するためには，利潤関数の偏微係数の符号に 

関する様々な仮定が必要であるということを強調しておかねばならない。
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